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Ⅳ 教科に関する特徴的な問題

(1) 小学校国語

文の中における主語と述語との関係などに注意して、文を正しく書くことができるかどうか

が問われています。

＜調査問題 国語 A ＞

平均正答率 無解答率

京都府 39.3％ 3.0％

全 国 35.5％ 3.9％

☆京都府の正答率は、全国平均を3.8ポイント上回っている。

☆指導に当たっては、作文の指導の際に、ペアやグループでお互いに推敲し合う等の指導過程

を組み入れることが大切である。
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  (2) 小学校算数 

 

 

 

 

 

＜調査問題 算数Ａ＞ 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位量当たりの大きさを求める除法の式と商の意味を理解しているかどうかをみる

問題です。１ｍ２当たりの人数を求める除法の式の意味と、求めた商を比べたときの混

み具合について理解しているかどうかが問われています。 

 平均正答率 無解答率 

京都府 53.0％ 0.7％ 

全 国 50.1％ 1.0％ 

 

☆京都府の正答率は、全国平均を 2.9ポイント上回っている。 
☆指導に当たっては、問題場面を図に表し、その図を数直線に表していく活動を設け
ることが必要である。さらに、求めた商の意味を考え、その数値を比較する活動を
取り入れることが考えられる。 
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  (3) 小学校理科 

 

 

 

 

 

＜調査問題 理科＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 太陽の１日の位置の変化と光電池に生じる電流の変化の関係を目的に合ったものづ

くりに適用できるかが問われています。 

 平均正答率 無解答率 

京都府 39.9％ 0.3％ 

全 国 41.9％ 0.6％ 

 

☆京都府の正答率は、全国平均を 2.0ポイント下回っている。 
☆指導に当たっては、設定したものづくりの目的に対し、必要な知識を明らかにするこ
とが大切である。その際、複数の領域や単元で獲得した知識を適応することも考えら
れる。 
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(4) 中学校国語

全体と部分との関係に注意して相手の反応を踏まえながら話すことができるかどうかが問わ
れています。

＜調査問題 国語 B ＞

平均正答率 無解答率
京都府 54.6％ 0.4％
全 国 54.6％ 0.4％

☆京都府の正答率は、全国平均と同じである。
☆指導に当たっては、発表の流れや聞き手の反応を踏まえて話すことが
大切であり、場合によっては話の内容をつけ足したりわかりやすく言
い換えたりするなどして、伝えたいことをわかりやすく伝えさせる指
導が必要である。
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  (5) 中学校数学 

 

 

 

 

＜調査問題 数学Ｂ＞ 

 

    

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事象を数学的に解釈し、問題解決の方法を数学的に説明することができるかどうかをみ
る問題です。一次関数について、表、式、グラフを相互に関連付けて理解し、それらを活
用することができるかが問われています。 

☆京都府の正答率は、全国平均を 1.2ポイント下回っている。無解答率は全国平均を 3.0
ポイント下回ってはいるが、事象を数学的に解釈し、問題解決の方法を数学的に説明す
ることに課題がある。 

☆指導に当たっては、問題解決の方法に焦点を当て、何をどのように用いればよいかとい
った「用いるもの」と「用い方」を確認し、表、式、グラフの「用い方」について説明
する活動を設定することが考えられる。 

 平均正答率 無解答率 

京都府 12.0％ 30.4％ 

全 国 13.2％ 33.4％ 
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  (6) 中学校理科 

 

 

 

   ＜調査問題 理科＞ 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

植物を入れた容器の中の湿度が高くなる蒸散以外の原因を指摘する問題です。 

☆京都府の正答率は、全国平均を 1.4ポイント上回っている。 
☆指導に当たっては、「変化すること（従属変数）」の「原因として考えられる要因」を挙
げ妥当性を検討する。次にそれらの要因を「変える条件（独立変数）」と「変えない条
件」とに整理して、実験を行うことが大切である。 

 

 平均正答率 無解答率 

京都府 20.8％ 18.1％ 

全 国 19.4％ 21.4％ 

 


